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（２）将来的な全体最適化に向けた検討
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
研究背景・目的

製造に伴うGHG排出量 PR
使用に伴うGHG排出量 UR
輸送に伴うGHG排出量 TR

GHG削減効果 Δ(P+U+T)、
LCC低減効果 ΔC

従来製品（N） 下水道資源（R）

下水汚泥：エネルギー・肥料利用で高い資源利用ポテンシャルを発揮

既存の下水道資源の有効利用事例より、GHG排出量およびLCCの下水道事業の外部貢
献も含めた効果を定量化し、双方の観点から総合的評価を行う手法を検討すること

従来製品、下水道資源の比較による下水道事業の外部貢献の定量的評価を実施

下水道資源の有効利用
によるGHG減少 Δ(P+U+T)

下水道資源の有効利用
によるLCC減少 ΔC

製造に伴うGHG排出量 PN
使用に伴うGHG排出量 UN
輸送に伴うGHG排出量 TN 

製品購入価格 CN 
輸送費 CTN 

建設費 CC
維持管理費 CM

輸送費 CTR

処分に伴うGHG排出量 TR 処分費 CD

目的

• GHG：バイオマスとしての特性を活かして有効利用することによる削減効果
• コスト：海外からの輸入に頼っている原料を下水道資源に代替することによる低減効果

下水道事業の外部貢献
• 化石燃料、化学肥料等のこれまで利用していた製品（従来製品）を下水道資源に置き換え
• 海外輸入も含めて従来側の産業（エネルギー、農業等）分野で脱炭素、コスト削減に貢献
• 下水道事業の範囲内での検討にとどまり、外部貢献も含めた効果は明らかにされていない
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回答・対応案意見No.
マニュアルのWGの議論は別途行われており、直結するもので
はない。国インベントリの分科会も含め、それぞれの目的で議
論されるため、各内容が完全一致する必要はないが、基本
的な考え方、特に科学的な考え方はできるだけ整合させる
形で進めたい。

今回の結果を踏まえて、既存の下水道温暖化対
策計画推進マニュアルのファクトリスト見直しを行う
のか。1

LCCは資源化に伴い追加的に整備する施設の費用を計上
している。大規模・中小規模処理場のフローを有効利用に
置き換える前提条件で試算し、建設費、維持管理費も影
響している。焼却を燃料化に変える等の事業ベースの評価
を入れることで結果がどう入れ替わるか今後しっかり検討した
い。

外部貢献の考え方について、LCCのコストに建設費
が入っているが、施設は下水処理のためであり、
LCCが悪い方向に寄っている要因として維持管理
費等の内訳がどう影響しているのか確認したい。2

回収リン乾燥工程の有無は自治体によって異なる。維持管
理上の便益も含めるとGHG、LCCが良くなる方向になる可
能性があるため、様々な想定の設定条件により検討を進め
たい。

回収リン乾燥工程負荷は、GHGやLCCに大きく響
くのではないか。関連してリン回収では、MAPや
HAPの発生に伴い配管が閉塞する事象もあり、リン
回収により得られる維持管理上の便益（清掃回
数、MAP等の処分費、配管閉塞対応に伴う人件
費の削減）も想定される。

3

その他の評価軸の定量化に加えて、電力・ガスの制度やク
レジット等、事業者としての取り組みの観点と国全体としてみ
た時の観点も含めて整理・検討をしていく。

スコープ3のGHG削減分について、現状は環境価
値の売却権がない。自治体側がGHG削減を達成
できたとしても売却権がない状況ではメリットがなく、
投資する価値がない。新たな評価軸を今後検討し
ていくべき。

4

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
第1回エネルギー分科会における主なご意見
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①定量的な試算・評価 両面からの定量的評価 概念図
（一例）

GHG削減効果 LCC低減効果

複数の評価軸（GHG・LCC 等）を設定
両面からの定量的評価

下
水
道
の
他
分
野
へ
の
貢
献
評
価
手
法
の
提
示

将来的な全体最適化に向けた検討 フロー

②外部貢献の検討範囲（制度面）
制度・計画の見直し等に合わせた

外部貢献の積極的な位置づけの検討
・下水道温暖化対策推進計画、対策マニュアル
・環境省 算定・報告・公表（SHK）制度
・地方公共団体実行計画 等

サプライチェーン排出量の適用可能性の検討
（Scope1～3の分類による）

成果の反映
GHG

LCC低減効果
プラス側

LCC低減効果
マイナス側

効果
なし

効果
あり

GHG
効果
あり

LCC
効果
ありＧ

Ｈ
Ｇ
削
減
効
果
マ
イ
ナ
ス
側

Ｇ
Ｈ
Ｇ
削
減
効
果
プ
ラ
ス
側

従来資源
利用

下水道資源
利用

R7年度第1回エネルギー分科会
資料より

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
全体フロー
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① 定量的な試算・評価 新たな評価軸に関する検討 等

7

施設更新を考慮した事業ベースの評価

食料安全保障の観点での効果定量化

カーボン・オフセットの下水道事業への適用性

建設時・更新時を含めた温室効果ガス排出量の試算
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
GHG削減・LCC低減効果

8

＊消化ガス発電はMWh, それ以外はt

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

-1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

大規模処理場

2,000

-600

-300

0

300

600

-1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

中小規模処理場

1,000     6,000

中小規模処理場大規模処理場ΔGHG[t-CO2]
ΔLCC[千円] ΔLCCΔGHGΔLCCΔGHG

-4446,171ーー消化ガス利用
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* 消化ガス利用は1,000Nm3, 消化ガス発電はMWh, それ以外はt

EICA Vol.30, No.2-3, pp.44-57
「温室効果ガス排出量およびライフサイクルコストを評価

軸とする下水汚泥の有効利用の外部貢献も含めた効果
定量化手法の検討」に基づき作成R7年度第1回エネルギー分科会資料より
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
施設更新を考慮した事業ベースの評価

一例：燃料化施設の導入（大規模処理場）

0               1.0     1.5
ΔGHG[t-CO2/t]

ΔL
CC

千
円

/年
・t

]
0               

-100

-200

固形燃料利用 乾燥

固形燃料利用 炭化

大規模処理場
濃縮→脱水→焼却→焼却灰処分下水道初期フロー
● 固形燃料利用（乾燥／炭化）

濃縮→脱水→乾燥／炭化→利用下水道資源有効利用フロー

● 固形燃料利用（乾燥／炭化）
濃縮→脱水→焼却→焼却灰処分

→乾燥／炭化→利用
施設更新を考慮した事業ベースフロー

ΔGHG
汚泥焼却時に発生していたN2O等の削

減効果
ΔLCC

汚泥焼却施設の建設（更新）および
維持管理に要するLCCの削減効果
→ 第1象限へ移動？
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＊消化ガス発電はMWh, それ以外はt
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第1象限
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第3象限

第4象限

• 建設資材利用
• 外部貢献あり、今後も導入が促進される技術

• 該当なし
• コスト効果を維持したままGHG排出量を抑制するため

の技術開発

• 肥料利用（大規模、中小規模うち乾燥）
• 外部貢献効果なし、革新的技術の活用

• リン資源利用、消化ガス利用／発電
• 肥料利用（中小規模うちコンポスト、炭化）
• 資源便益の計上、既存の補助・支援・優遇制度の活

用（FIT、みどり投資促進税制）
• ΔGHGをクレジットで認証（J-クレジット）

その他の評価軸
• 地域農業貢献（食料安全保障の観点）
• 環境負荷（返流水負荷低減）
• 処分先の安定確保、用地制限等
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* 消化ガス利用は1,000Nm3, 消化ガス発電はMWh, それ以外はt

EICA Vol.30, No.2-3, pp.44-57
「温室効果ガス排出量およびライフサイクルコストを評価

軸とする下水汚泥の有効利用の外部貢献も含めた効果
定量化手法の検討」に基づき作成

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
GHG・LCCの効果の状況と特徴 R7年度第1回エネルギー分科会資料より
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化学肥料原料（尿素・リン酸アンモニウム・塩化カリウム）は、ほぼ全量輸入
輸入通関価格は上昇、かつ原料の安定調達が必要

食料安全保障強化政策大綱（令和4年12月27日）
2030年度までに堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し、肥料の使用量

（リンベース）に占める国内資源の利用割合を40％へ
出典：国土交通省水管理・国土保全局下水道部, 下水汚泥資源の肥料利用に関する検討手順書 (2024)

2008       2010       2012       2014       2016       2018        2020       2022                      

千円/t

180.0

120.0

60.0

0.0

尿素
リン酸アンモニウム
塩化カリウム

出典：国土交通省HP, 下水汚泥資源の肥料利用

背景

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
食料安全保障の観点での効果定量化 検討の背景
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下水汚泥肥料利用率：約15％（2023年度）
→ 2030年度までに下水汚泥肥料利用率を約30%へ

目的

2023年度

53.03％

21.95％

10.03％

0.32％

建設資材利用

埋立処分

肥料利用 14.67％
34.1万[t-DS]

燃料利用
その他

2030年度

肥料利用 約30％
約68万[t-DS]※

出典：国土交通省HP, 脱炭素化／資源・エネルギー より作成

その他 70%
・建設資材利用
・燃料利用 等

※2023年度の汚泥発生量が2030年度も維持されるものとした値。
実際は人口減少等の影響を踏まえた汚泥発生量を考慮する。

下水道資源の肥料利用について、食料安全保障の観点を評価軸に取り入れた外部貢
献効果の評価を行い、あわせて肥料利用倍増の目標達成に向けたシナリオを構築する。

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
食料安全保障の観点での効果定量化 検討の背景と目的
下水汚泥の状況 食料安全保障強化政策大綱

「倍増」より想定
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焼却設備

乾燥／炭化設備

脱水設備 埋め立て処分

建設資材利用

埋め立て処分

建設資材利用

埋め立て処分

燃料利用

肥料利用シナリオ（個別）

消化設備・MAP回収なし

コンポスト化・肥料

コンポスト化・肥料

焼却灰・肥料

焼却灰・肥料

乾燥／炭化汚泥・
肥料

MAP回収

乾燥／炭化汚泥・
燃料／肥料併用

肥料利用シナリオ
（個別）既存汚泥処理フロー

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
食料安全保障の観点での効果定量化 シナリオ設定
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肥料利用シナリオ（個別）を複数組み合わることにより下水汚泥肥料利用率の
目標値30％を達成（15%以上増）となる汚泥有効利用全体のシナリオを構築

肥料利用シナリオ（個別）を組み合わせた汚泥有効利用全体シナリオ

※留意事項
バイオマスリサイクル率、下水汚泥エネルギー化率、リン
利用率等、肥料利用の増大が他の下水汚泥有効利用
用途からの変更を伴う場合、その影響も含めて全体で評
価することが必要

汚泥有効利用全体シナリオの導入
に伴うGHG排出量等を試算

GHG

肥料利用率
プラス側

肥料利用率
マイナス側

Ｇ
Ｈ
Ｇ
削
減
効
果
マ
イ
ナ
ス
側

Ｇ
Ｈ
Ｇ
削
減
効
果
プ
ラ
ス
側

既存の汚泥
処理フロー

汚泥有効利用
全体シナリオ

GHG削減効果等と肥料利用率の目標
達成効果※を定量化

※：原点を既存の汚泥処理フロー（肥料利用率15%）として
汚泥有効利用全体シナリオの導入における肥料利用率を提示

今後の予定

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
食料安全保障の観点での効果定量化 シナリオ設定と今後の予定

肥料利用率
15%

肥料利用率
30%
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現在
（2025年度）エネルギー由来

のGHG排出量

α

β

γ

α： 創エネルギーによる
GHG削減量

Β： 再生可能エネルギー
によるGHG削減量

γ： 焼却炉の高度化等
によるGHG削減量

年次

省エネルギーのGHG削減量

下水道側の取組により減少

中期
（2030年度等）

長期
（2050年度等）

エネルギー供給側の
カーボンニュートラル化に伴い
ゼロに近づくイメージ

非エネルギー由来
のGHG排出はゼロ
にならない。

・創エネルギー・省エネルギー・焼却の高度化等の取組により、下水道のGHG排出量削減が進められている。
・このうちエネルギー由来（電力、燃料等）のGHGについては、
エネルギー供給者側の取組（電力非化石化等）により、GHG排出量が将来ゼロに近づく見込みである。

・一方、非エネルギー由来（N2O、CH4）は水・汚泥処理過程で発生し、ゼロとするのは困難と想定される。
⇒ 非エネルギー由来のGHGについては、排出量削減以外の別途の対応も必要となる。

非エネルギー由来
のGHG排出量

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
カーボン・オフセットの下水道事業への適用性の整理①
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・ 創エネ等の取組によりカーボン・ニュートラル達成が可能な処理場 ⇒ クレジット売却で対策費用低減等の効果も
・ 様々な取組を行ってもカーボン・ニュートラル達成が困難な処理場 ⇒ クレジット購入が対策の一つとなりうる可能性

クレジットの購入側・売却側のどちらにも下水道事業はなりうる。
カーボン・オフセットに関する種々の制度（J-クレジット、非化石証書、グリーン電力証書、クリーンガス証書等）
が下水道事業のどの範囲に適用が可能か、また、適用した場合にどのような影響を与えるのかを今後検討する。

『カーボン・オフセット』…温室効果ガスを主体的に削減する努力を行ったとしても削減困難な部分について、
排出量の全部又は一部を埋め合わせること。J-クレジット、クリーンガス証書等、複数の制度がある。

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
カーボン・オフセットの下水道事業への適用性の整理②

J－クレジット制度 https://japancredit.go.jp/about/outline/

下水道資源（消化ガス
等）活用、クリーンガス証
書による環境価値の移転
事例（横浜市の例）
横浜市HP
https://www.city.yok
ohama.lg.jp/city-
info/koho-
kocho/press/green/2
024/cleangascertificat
e.files/0004_2024102
5.pdf
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17『下水道におけるＬＣＡ適用の考え方』 （国総研2010）より抜粋

処理能力：50,250m3/日
処理水量：22,330m3/日（H16年度実績）
水処理方式：標準活性汚泥法
汚泥処理方式：重力濃縮、遠心濃縮、ベルトプレス脱水

『下水道における地球温暖化マニュアル』 （環境省・国交省H28.3）より抜粋

・下水道温暖化対策推進計画の対象 … 施設運転時
・ただし、削減対策には、運転方法・管理の工夫だけでなく、設備等の設置・改築・更新時も含む

⇒ 今後、施設の設置や改築更新において検討や取組が必要な分野である。

技術導入の際には、施設の改築・更新が見込まれる。
⇒ 改築・更新時の温室効果ガス排出量の把握に取り組む。

『下水道における地球温暖化マニュアル』 （環境省・国交省H28.3）より抜粋

維持管理時のGHG排出量が減
⇒ 建設時のGHG排出量が相対的に高まる。

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
建設時・更新時を含めた温室効果ガス排出量の試算①
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
建設時・更新時を含めた温室効果ガス排出量の試算②

直轄工事（一般土木）での試行が拡大
今後、下水道でも活用が進む可能性

■環境配慮型コンクリート（CO2を削減・吸収・固定したコンクリート）
・コンクリートのCO2固定量実測方法については、コンク
リート工学会が規格化を検討中

・下水処理場の適用性に関する情報（躯体等構造物
への適用性、耐硫酸性の有無等）を整理する。

環境省 温室効果ガス排出量算定方法検討会
検討結果 2024年度 CCU分科会 資料より抜粋

https://www.env.go.jp/content/000295965.pdf

・（設備関連） 規模・処理方式に応じて採用されやすい省エネ・創エネ技術の整理
[カーボンニュートラル地域モデル処理場計画等の先進的な事例に対してアンケート調査・整理]

・（土木・建築）主たる材料であるコンクリートの近年の動向を整理
[下水道分野で環境配慮型コンクリート・低炭素コンクリート等使用に関する情報整理]

技術の水平展開等による効果を考慮した温室効果ガス排出量を試算。

■公共工事での試行が拡大中

■施工例（下水シールドセグメント）

寝屋川流域下水道 門真守口増補幹線（第2工区）
下水管渠築造工事（大阪府発注） HPより
https://kadomori.jp/detail/index.html
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下水道資源の有効利用による温室効果ガスの
削減

上水,工業用
水,薬品類の
消費に伴う温
室効果ガスの

削減

施設運転に伴う処理プロセスからの
温室効果ガスの削減

電気,燃料等の
エネルギー消費
に伴う温室効果

ガスの削減

下水道内部での利用（例）
・消化ガス場内利用、太陽光発電の場内利用

消毒剤の消
費量の削減下水処理に伴うCH4・N2Oの排出

汚泥焼却に伴うN2O・CH4の排出
汚泥埋立に伴うCH4の排出

※産廃処分委託を除く

電気・燃料の使
用に伴うCO2の

排出

下水道外部での利用（当該地方公共団体で
の利用）
（例）・消化ガスの市バス燃料としての利用

汚泥のコンポスト化に伴うCH4の排
出

地方公共団体以外の利用（区域内）
（例）・消化ガスの区域内ガス会社への供給

汚泥の廃棄物処理業者への委託
（区域内）

地方公共団体以外の利用（区域外）
（例）・汚泥燃料の区域外電力会社への供給

汚泥の廃棄物処理業者への委託
（区域外）

現行の下水道における地球温暖化対策マニュアル(H28.3)へのGHGプロトコル分類の当てはめイメージ

地方公共団体実行計画において想定されるGHG排出事業

SHK制度において想定されるGHG排出事業

Scope2

Scope1

Scope1 Scope2

Scope3

カテゴリ1 購入製品

カテゴリ5 廃棄物

削減
貢献量

肥料利用、消化ガス発電
等、他の事例も要整理

供給先では
Scope1(燃料由来)
削減につながりうる

環境省・国交省, 下水道における地球温暖化対策マニュアル, p.17 (2016) より一部加筆

R6年度第2回エネルギー分科会
資料より

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
下水道マニュアルに関連する新規知見の蓄積等
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下水道資源の有効利用における
LCC試算

・費用関数等調査
・LCC試算
→従来製品利用との比較
・GHG、LCCを評価軸とした
外部貢献定量化手法の検討

下水道資源の有効利用における
GHG排出量試算

・下水道資源の有効利用事例の調査
（資源有効利用量、電力・燃料・薬品

使用量）
・GHG排出量試算
→従来製品利用との比較

施設更新を考慮した事業ベースの
外部貢献評価

・事業ベースの評価による外部貢献の
効果定量化手法の検討
・外部貢献効果の試算への反映
・Scope1～3分類を念頭に、外部貢
献の積極的位置づけの検討

下水道資源の有効利
用事例の情報収集

GHG排出量
試算 LCC試算 GHG・LCCの外部

貢献効果定量化

令和６年度令和５年度まで 令和７年度以降

外部貢献効果
定量化

外部貢献検討
範囲（制度面）

カーボン・オフセット
の各種制度に関す

る情報収集

カーボン・オフセット
の下水道事業への
適用時の影響検討

環境配慮型コンクリー
ト、規模・処理方式に
応じた省エネ・創エネ技
術に関する情報整理

技術の水平展開等に
よる効果を考慮した
GHG排出量の把握

汚泥有効利用全体
シナリオの構築

シナリオ導入に伴う
GHG排出量試算

食料安全保障の観点での
効果定量化

・汚泥有効利用全体シナリオ
の構築
・シナリオ導入におけるGHG排
出量試算 等

カーボン・オフセットの下水道事業への適用性検討

・カーボン・オフセットの各種制度に関する情報収集
・下水道事業への適用時の影響検討
・SHK制度（温室効果ガス排出量算定・報告・公
表制度）等との関連の整理 等

建設・更新時を含めたGHG排出量の
把握

・環境配慮型コンクリート、規模・処理方式に
応じた省エネ・創エネ技術に関する情報整理
・技術の水平展開等による効果を考慮した
GHG排出量の把握

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
過年度の検討と今後の検討フロー
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日本版サステナビリティ開示基準案公表（2025.3、サプライチェーン全体の排出量開
示、企業活動における気候変動関連の情報開示の一環）

• 直接排出（Scope 1）と間接排出（Scope 2）区分した報告への見直し
• 下水道事業者の報告時に、外部貢献含め、脱炭素化の取り組み明確化の可能性あり

• ISSB国際サステナビリティ基準審議会2023と整合
• 事実上の国際標準GHGプロトコルに基づき、任意扱いのScope 3(他者排出)も開示
• ISO規格（1406Xシリーズ）とGHGプロトコルの統一基準の開発合意（2025.9）
• 下水道資源の外部有効利用も、サプライチェーン上で位置づけが進む可能性あり
SHK制度の見直し議論（温室効果ガス算定・報告・公表制度検討会）

出典：環境省グリーンバリューチェーンプラットフォームHP https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html 

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

R7年度第1回エネルギー分科会
資料より

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
全体枠組みや制度面の見直し等への対応



下水道技術開発会議エネルギー分科会（令和７年度第２回 2026.1.23）

24

下水道における地球温暖化対策マニュアル ～ 下水道部門における温室効果ガス排出
抑制等指針の解説～ (H28.3、環境省・国土交通省)の改訂

• 温室効果ガス排出量算定方法検討会の廃棄物分科会で下水道（水・汚泥処理）の検討継続
• 下水汚泥の焼却に伴うN2O排出係数及び排出量算定ベースの改訂→2025提出にて改訂済み
• 下水処理に伴うN2O排出係数の改訂→検討継続

• 温室効果ガス排出削減等指針検討委員会に下水道部門WGを設置（R7.9～）
• 現行マニュアル発行後10年経過による見直し（R3.5温対法改正、｢2050 年までの脱炭素社会

の実現」が基本理念に位置付け、「排出抑制等指針」→「排出削減等指針」と改称）
• マニュアル改訂はR8.1頃とりまとめ予定
• 次年度以降のファクトリスト（具体的な対策技術リスト）上の削減対策の見直しに向けた検討

国際条約等に基づく国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）の作成・提出
における下水道分野の削減効果の反映、算定方法の改善・精緻化等の検討

エネルギー分科会（本会議）
下水道資源・エネ等新技術の開発・導入促進
→下水道の脱炭素に係る調査、対策検討

下水道部門WG（マニュアル）
下水道温暖化対策推進計画の策定
SHK等の各制度と整合

廃棄物分科会（インベントリ）
排出係数（区分・活動量含め）見直し
排出量への削減効果反映

下水道の
脱炭素等の
総合的取組

R7年度第1回エネルギー分科会
資料より

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
下水道に関連する対策動向を踏まえた総合的取組
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従来製品に代替する下水道資源（下水道資源の有効利用方法）の決定

下水道事業の外部貢献も含めたGHG排出量およびLCCの全国での削減効果

従来製品（海外からの輸入も含む）の設定

GHG排出量試算 LCC試算

下水道事業の外部貢献も含めたGHG排出量およびLCCの評価

従来製品

下水道資源
• 製造／使用／輸送に伴うもの

• 製造：電気／燃料／薬品使用に伴うもの
• 使用※カーボンフリー資源として０／輸送／処分

• 従来製品GHG－下水道資源GHG

従来製品

下水道資源
• 製造／使用／輸送に伴うもの

• 製造：建設費・維持管理費（人件費除）
• 使用／輸送／処分

• 従来製品LCC－下水道資源LCC
GHG排出量削減効果 ΔGHG LCC削減効果 ΔLCC

26

EICA Vol.30, No.2-3, pp.44-57
「温室効果ガス排出量およびライフサイクルコストを評価

軸とする下水汚泥の有効利用の外部貢献も含めた効果
定量化手法の検討」に基づき作成

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
試算方法｜試算フロー



下水道技術開発会議エネルギー分科会（令和７年度第２回 2026.1.23）

27

中小規模処理場大規模処理場
50,000m3/day未満50,000m3/day以上日最大処理水量

濃縮→脱水→脱水汚泥処分
→焼却→焼却灰処分*

*建設資材利用のみ

濃縮→消化*→脱水→焼却→焼却灰処分
*リン資源利用のみ

下水道
初期フロー

消化ガス利用
濃縮→消化→脱水→脱水汚泥処分

消化ガス発電
濃縮→消化→脱水→脱水汚泥処分

建設資材利用
濃縮→脱水→焼却→利用

固形燃料利用（乾燥／炭化）
濃縮→脱水→乾燥／炭化→利用

肥料利用（コンポスト）
濃縮→脱水→堆肥化→利用

肥料利用（乾燥／炭化）
濃縮→脱水→乾燥／炭化→利用

消化ガス発電
濃縮→消化→脱水→脱水汚泥処分

建設資材利用
濃縮→脱水→焼却→利用

固形燃料利用（乾燥／炭化）
濃縮→脱水→乾燥／炭化→利用

肥料利用（コンポスト）
濃縮→脱水→堆肥化→利用

肥料利用（乾燥／炭化）
濃縮→脱水→乾燥／炭化→利用

リン資源利用
濃縮→消化→脱水→焼却→焼却灰処分

下水道資源
有効利用フロー

EICA Vol.30, No.2-3, pp.44-57
「温室効果ガス排出量およびライフサイクルコストを評価

軸とする下水汚泥の有効利用の外部貢献も含めた効果
定量化手法の検討」に基づき作成

複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
試算方法｜試算条件（有効利用有無の各フロー設定）
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
試算方法｜試算条件（有効利用のための追加設備）

28

留意事項
• 試算対象は、下水道資源の有効利用を目的として導入されたと想定される設備に限定。
• 消化設備導入による発生脱水汚泥量の減少量は考慮するが、脱水設備、焼却設備のスケールダ

ウンによる効果は考慮しない。
• 消化ガス利用を行う場合、場外利用の場合にのみ下水道事業の外部貢献効果として評価。
• リン回収における回収MAPの後処理（乾燥等）は考慮しない。
• 大規模処理場では、焼却設備を更新して乾燥設備／炭化設備等を導入することが想定されるが、

設備更新によるGHG排出量、LCCへの影響は考慮しない。

資源化に伴い
追加的に整備する設備有効利用用途

消化槽・ガスタンク消化ガス利用
消化槽・ガスタンク・消化ガス発電設備消化ガス発電

なし建設資材利用
汚泥乾燥／炭化設備固形燃料利用（乾燥／炭化）
リン回収設備（MAP）リン資源利用（リン回収）
汚泥コンポスト化設備肥料利用（コンポスト）
汚泥乾燥／炭化設備肥料利用（乾燥／炭化）
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製品価格原料の
平均輸送距離[km]

従来製品
原料生産地

従来製品
（N）

下水道資源
（R）

都市ガス料金7,000オーストラリア
ノースウェストシェルフ都市ガス消化ガス利用

電気料金13,000サウジアラビア
ラスタヌラ基地

電気
（原料：原油）消化ガス発電

セメントクリンカ
販売単価30国内セメントクリンカ建設資材利用

リン酸市場
販売単価2,500中国

厦門リン酸リン資源利用

石炭輸入単価8,000オーストラリア
ニューカッスル石炭固形燃料利用

全国平均
市場価格2,500中国

厦門化学肥料肥料利用

留意事項
• 都市ガス、石炭は従来製品と下水道資源の保有熱量が同等となるよう補正。
• 化学肥料は、従来製品と汚泥肥料の含有成分量1)が同等となるよう補正。実証値であるため、副

資材および製造方法により肥料成分に差異があることに留意。
1) 佐賀市上下水道局：肥料の有料販売について (2024)
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
試算方法｜試算条件（下水道資源）
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下水道資源 = PR + UR + TR – PD
従来製品に代替する単位汚泥量あたりGHG

• 製造 PR
→ エネルギー由来：排出原単位（文献値）

＋アンケート調査により電気／燃料／薬品
使用量を集約

→ 非エネルギー由来：文献値
• 使用 UR ※カーボンフリー資源として０
• 輸送 TR：トラック輸送
• 処分 PD：処分、委託処分時輸送の削減

• 製造・使用 CC, CM：建設費・維持管理費*

• 輸送 CTR：トラック輸送 距離制運賃表
• 処分 CD：処分、委託処分時輸送の削減

留意事項
• 施設処理能力、実稼働率に応じて資源利用量・LCCが異なるが、計画規模での運転を想定した

場合の生産ポテンシャルとしての試算結果であることに留意。

※消化に伴う汚泥減量：脱水汚泥処分時埋立におけるGHG削減分を考慮

* 償却を考慮した年価換算＋デフレータを考慮、解体撤去費を含めない

GHG
排出原単位

項目
（一部抜粋）

0.000429 t-CO2/kWh電気

製造
0.96 kg-CH4/t-wet堆肥化

0.0184 kg-N2O/t-wet 
0.0312 kg-N2O/t-wet

固形燃料化（油温乾燥）
固形燃料化（炭化）

0.133 t-CH4/t-dry埋立
14 mg-CH4/km貨物車輸送

※GHG排出係数：CO2=1, CH4=28, N2O=265

費用関数（建設費のみ抜粋）項目
（一部抜粋）

Y=10.4Qv^0.437
Qv：貯留容量消化ガスタンク

Y=1.9888V+107.98
V：日最大平均処理水量

リン回収設備
（MAP）

Y=13.943Xd^0.650
Xd：施設規模汚泥コンポスト化設備

Y=228.55Xd^0.4794
+64.741Xd^0.391

Xd：年間処理脱水汚泥量
汚泥乾燥設備

Y=228.55Xd^0.4794
+64.741Xd^0.391

Xd：年間処理脱水汚泥量
汚泥炭化設備

脱水汚泥：16,000 円/t-wet
焼却灰：8,000 円/t-dry処分費

下水道資源 = CC + CM + CTR – CD
従来製品に代替する単位汚泥量あたりLCC
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
試算方法｜試算条件（従来製品）
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下水道事業の外部貢献も含めたGHG排出量およびLCCの評価
得られたΔGHG、ΔLCCを平面図上にプロットし、双方の評価軸より評価

GHG排出量削減効果 ΔGHG
• 従来製品GHG－下水道資源GHG

従来製品GHG = PN + UN + TN
• 製造／使用 PN, UN：文献値
• 輸送 TN：コンテナ船、トラック輸送

従来製品LCC ＝ CN + CTN
• 製造／使用 CN：文献値 製品購入価格
• 輸送 CTN 海外から輸入：購入価格に内包
• 輸送 CTN 国内：トラック輸送 距離制運賃表

• 従来製品LCC－下水道資源LCC
LCC削減効果 ΔLCC

製品購入価格項目
211.54 円/m3都市ガス料金

35.8~36.4
円/kWh電気料金

5.47 円/kgセメントクリンカ
販売単価

273 円/kgリン酸市場販売単価
43,310 円/t一般炭輸入単価

26.96 円/kg化学肥料
全国平均市場価格*1

GHG
排出原単位

項目
（一部抜粋）

0.00013 t-CO2/m3都市ガス製造
（坑井戸通気弁）

製造
0.515 t-CO2/tセメントクリンカ

採掘：4.22 MJ/kg-P2O5
製造：19.669 MJ/kg-P2O5

リン酸・化学肥料
（りん安採掘、製造）

0.000037 t-CO2/t一般炭（採掘）
0.000429 t-CO2/kWh電気使用

使用
2.33 t-CO2/t一般炭使用

26 g-CO2/t・kmコンテナ船（アジア）
輸送

14 mg-CH4/km貨物車 *1 汚泥肥料成分と同等となる単肥の組み合わせにより購入価格を設定

※GHG排出係数：CO2=1, CH4=28, N2O=265
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※1　リン回収後の乾燥処理は含まない
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＊消化ガス発電はMWh, それ以外はt
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
結果と考察（GHG排出量・大規模処理場）
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GHG排出量試算結果
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
結果と考察（GHG排出量・中小規模処理場）
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中小規模処理場
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＊消化ガス利用は1,000Nm3, 消化ガス発電はMWh, それ以外はt

GHG排出量試算結果
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複数の評価軸を考慮した下水道事業の外部貢献効果の定量化手法の検討
結果と考察（LCC・大規模処理場）
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LCC試算結果
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LCC試算結果
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